
 

令和２年度地方税制改正（税負担軽減措置等）要望事項 

（ 新 設 ・ 拡 充 ・ 延 長 ・ その他 ） 

No ２３ 府 省 庁 名  国土交通省            

対象税目 個人住民税  法人住民税  事業税  不動産取得税  固定資産税  事業所税  その他（     ） 

要望 

項目名 
ＪＲ貨物が取得した新規製造車両に係る課税標準の特例措置の延長 

 

要望内容 

（概要） 

 

 

 

 

 

・特例措置の対象（支援措置を必要とする制度の概要） 

ＪＲ貨物が取得した大量牽引・高速走行が可能な機関車 

（国鉄から承継した車両を代替する場合に限る） 

 

 

・特例措置の内容 

固定資産税 課税標準 ５年間３／５ 

 

 

 

関係条文 

 

地方税法附則第15条第７項、地方税法施行令附則第11条第10項 

 地方税法施行規則附則第６条25項 

減収 

見込額 

［初年度］   ― （ ▲162 ）  ［平年度］     ― （ ▲163 ） 

［改正増減収額］  ―                             （単位：百万円） 

 

要望理由 

（１）政策目的 

環境に優しい鉄道貨物輸送の大部分を担うＪＲ貨物が保有する国鉄から承継した老朽車両の代替として

高性能車両の導入を促すことにより、鉄道貨物へのモーダルシフトを促進し、ＣＯ２排出の削減を図る。 

 

（２）施策の必要性 

ＪＲ貨物が保有する機関車については、依然として国鉄から承継した老朽車両がその約３割を占めている

ところであり、引き続き、本特例措置により大量牽引・高速走行が可能な高性能の車両への更新を推進する

ことにより、環境に優しい鉄道貨物へのモーダルシフトを一層推進しＣＯ２排出量の削減を図る必要があ

る。 

本要望に 

対応する 

縮減案 

－ 
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合
理
性 

政策体系におけ

る政策目的の位

置付け 

鉄道貨物へのモーダルシフトの推進及びそのための輸送力増強については、「京都議定書目

標達成計画（平成 20 年３月閣議決定）」に盛り込まれ、「当面の地球温暖化対策に関する方針

（平成25年３月地球温暖化対策推進本部決定）」において京都議定書目標達成計画と同等以上

の取組を推進することとされるとともに、「総合物流施策大綱（平成 29 年７月閣議決定）」に

おいて、鉄道輸送の機能強化やモーダルシフトの推進が掲げられている。さらに、交通政策基

本法に基づく「交通政策基本計画（平成27年２月閣議決定）」においても、更なるモーダルシ

フトの推進が位置付けられている。 

また、政策評価法に基づく政策チェックアップにおいて「鉄道によるコンテナ貨物の輸送ト

ンキロ」が業績指標として掲げられているなど、政府全体あるいは国土交通省の政策体系の中

で優先度や緊要性の高い政策として明確に位置付けられている。 

政策目標３ 地球環境の保全 

施策目標９ 地球温暖化防止等の環境の保全を行う 

政策目標８ 都市・地域交通等の快適性、利便性の向上 

施策目標26 鉄道網を充実・活性化させる 

政策の 

達成目標 

令和８年度末までに機関車の新製割合を100％とする。 

 

税負担軽減措

置等の適用又

は延長期間 

２年間（令和２年度から令和３年度） 

同上の期間中

の達成目標 

令和２年度末までに機関車の新製割合を概ね78％とする。 

令和３年度末までに機関車の新製割合を概ね83％とする。 

政策目標の 

達成状況 

創設から平成30 年度末までに新製した車両数は機関車312 両であり、同年度末における機

関車の新製割合は72％となっている。 

有

効

性 

要望の措置の 

適用見込み 

１事業者（ＪＲ貨物） 

 

要望の措置の 

効果見込み 

（手段としての

有効性） 

本特例措置により、大量牽引・高速走行が可能な高性能貨物機関車への更新が促進され、輸

送品質の改善等が図られ環境に優しい鉄道貨物へのモーダルシフトが推進される。 

相

当

性 

当該要望項目 

以外の税制上の

支援措置 

モーダルシフトに資する貨物機関車を取得するための事業用固定資産の買換えに関する法人

税の特例措置(圧縮記帳) 

予算上の措置等

の要求内容 

及び金額 

(独)鉄道・運輸機構の特例業務勘定からの助成金及び無利子貸付 

890億円（平成23年度～令和２年度） 

 

上記の予算上

の措置等と 

要望項目との

関係 

イニシャルコストを上記予算措置で、ランニングコストを本特例措置で軽減することにより

モーダルシフトに資する高性能貨物機関車への更新を促進する。 

要望の措置の 

妥当性 

本特例措置により、ＪＲ貨物のコストを軽減することは、高額な高性能貨物機関車への更新

投資を促す効果があることから、政策目的を達成するための手段として妥当である。 
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税負担軽減措置等の 

適用実績 

 

平成26年度 178両（機関車０両、コンテナ貨車178両)  （161百万円） 

平成27年度 232両（機関車23両、コンテナ貨車209両)  （125百万円） 

平成28年度 223両（機関車６両、コンテナ貨車217両)  （113百万円） 

平成29年度 348両（機関車17両、コンテナ貨車331両）  （177百万円） 

平成30年度 479両（機関車４両、コンテナ貨車475両）  （197百万円） 

 

 

 

 

 

 

「地方税における

税負担軽減措置等

の適用状況等に関

する報告書」に 

おける適用実績 

                                   （単位：千円）              

平成27年度    平成28年度      平成29年度 

課税標準（固定資産の価格）   8,794,514       8,283,533        12,645,366   

税負担軽減措置等の適

用による効果（手段と

しての有効性） 

平成30年度末における機関車の新製割合は72％となっている。 

前回要望時の 

達成目標 

平成30年度末までに機関車の新製割合を概ね77％とする。 

令和元年度末までに機関車の新製割合を概ね83％とする。 

前回要望時からの 

達成度及び目標に 

達していない場合の理

由 

平成30年度末までに目標と比べ、機関車△５％となった。 

令和元年度末までに目標と比べ、機関車△８％となる。 

【理由】 

・自然災害が相次いで発生。 

・貨車については老朽時に延命措置を施し使用することは構造上、安全上困難であり、新造せ

ざるを得ないことから、機関車よりも貨車の更新に注力してきた。 

・モーダルシフトの担い手として、鉄道コンテナ輸送のサービスアップを目的とし、コンテナ

容積を拡大するため、従来よりも高さを増した背高コンテナに統一する必要があった。国鉄時

代からの貨車のまま背高コンテナを搭載すると車両限界に抵触することから、国鉄時代の貨車

更新が急務であった。このため、限られた投資費用の中で、機関車よりも貨車の更新に注力し

てきた。 

・貨物機関車を製造するメーカーにおいて、鉄道車両製造部門が赤字不採算であることから撤

退の危機が生じており、これを回避するために、以前とは異なる製造スケジュール等になった。 

以上のことから、やむを得ず機関車更新のスケジュールが後ろ倒しとなっているもの。 

 

これまでの要望経緯 

平成10年度税制改正要望提出（創設） 

平成12年度税制改正要望提出（延長） 

平成14年度税制改正要望提出（延長） 

平成16年度税制改正要望提出（延長） 

平成18年度税制改正要望提出（延長） 

平成20年度税制改正要望提出（延長） 

平成22年度税制改正要望提出（延長・縮減）：課税標準５年間１／２から５年間３／５に縮減 

平成24年度税制改正要望提出（延長・縮減）：未更新車両からの代替を除く 

平成26年度税制改正要望提出（延長） 

平成28年度税制改正要望提出（延長・縮減）：国鉄から承継した車両からの代替に限る 

平成30年度税制改正要望提出（延長・縮減）：コンテナ貨車を対象から除く 
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